
平成29年度 箕輪ダム地点発電所建設工事 仕様書 

 

 

本仕様書は、長野県企業局 南信発電管理事務所 が発注する 「平成29年度 箕輪ダム地点発電所

建設工事」 を実施するにあたって、受注者に要求する最低限度を定めたものである。 

なお、本工事の仕様は、本仕様書及び特定者の技術提案書により構成されるものとする。 

 

 

Ⅰ 総  則 

 

１ 対象工事 

(1) 工事名 

平成29年度 箕輪ダム地点発電所建設工事 

(2) 工事箇所名 

上伊那郡箕輪町大字東箕輪 

(3) 工 期 

契約日～平成33年２月26日（金） 

 

２ 工事概要 

箕輪ダムの放流水を有効活用する発電所を建設する。 

a 詳細設計 

b 申請・届出等の資料作成 

c 建設工事 

d 操作・維持管理指導 

 

３ 秘密の保持 

受注者は、本工事により知り得た一切の情報を、第三者に開示、漏洩、又は本工事以外の目的に使

用してはならない。ただし、あらかじめ県の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

４ 特許権・著作権等の使用 

受注者は、本工事に係る特許権、実用新案権、意匠権、著作権、その他法令に基づき保護される第

三者の権利の対象となっている履行方法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を持たなけ

ればならない。 

受注者は、県が成果物を自由に使用すること及び成果物または本施設等の内容を自由に公表する

ことを許諾する。 



Ⅱ 工事内容 

 

水車・発電機、制御盤、水圧管路、放水路、建屋、系統連系設備、維持管理設備、遠方監視制御及

びデータ記録装置など発電に必要な全ての施設についての詳細設計及び工事とする。 

 

１ 諸条件の検討 

(1) 発電水利権 

箕輪ダムの放流に従属した発電を行う。 

利水従属型発電方式とし、従前のダム管理におけるダム放流量について、利水放流設備以外の

設備から放流されている放流量（無効放流量）についても、既設の取水・導水設備の通水能力以内

であれば発電に利用できる。 

資料-３に、発電に使用できる流量、ダム貯水位を示す。 

なお、上伊那広域水道企業団上水道用水の取水量は、最大０．５５１m3/sであるが、実取水量で試

算している。 

 
箕輪ダム発電使用可能量 (発電に使用できない上水道用水取水量を差し引いた流量) 

最大 35日 豊水量 平水量 低水量 渇水量 最小 平均

H18 2006 29.32 0.91 0.49 0.33 0.11 0.11 0.11 0.67

H19 2007 7.02 0.73 0.38 0.27 0.18 0.11 0.11 0.41

H20 2008 5.39 1.24 0.56 0.33 0.11 0.11 0.11 0.49

H21 2009 7.11 1.08 0.56 0.37 0.26 0.11 0.11 0.53

H22 2010 7.70 1.43 0.94 0.52 0.29 0.11 0.11 0.73

H23 2011 6.88 1.48 0.74 0.38 0.29 0.11 0.11 0.69

H24 2012 5.13 1.25 0.55 0.32 0.11 0.11 0.11 0.49

H25 2013 4.40 0.71 0.40 0.24 0.12 0.11 0.11 0.34

H26 2014 3.76 0.71 0.41 0.28 0.20 0.11 0.11 0.39

H27 2015 2.78 0.99 0.61 0.40 0.29 0.16 0.11 0.53

7.95 1.05 0.56 0.34 0.20 0.11 0.11 0.53平均  
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箕輪ダム貯水位実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 水力発電施設に関する検討状況 

次のとおり、想定している。 
 

項  目 
条件・性能 

備  考 
県想定 （参考※） 

ダ ム 流 域 面 積 （km2） 38.2 38.2  

最 大 使 用 水 量 （m3/s） 0.54程度 0.54  

取 水 位 （EL. m） 846.50※１ 846.41※２ ※１ 常時満水位、※２ 平均水位（H18～27） 

放 水 位 （EL. m） 794.00※３ 796.10※４ ※３ 副堤下流、※４ 副堤天端 

総 落 差 （m） 52.50 50.31  

最 大 出 力  （kW） 199 194  

年間発電電力量 （千kWh） 1,000以上 979  

単独（自立）運転  実施※５ － ※５ 将来の運用を考慮 

※ 平成 28 年度に実施された資源エネルギー庁（調査者：新エネルギー財団）による調査結果 

（平成 28 年度 水力発電事業性評価等支援事業（水力発電の開発・導入のための賦存量調査事業）） 
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(3) 基本事項の検討 

当発電施設の基本条件として、経済性、信頼性、簡便性及び長期耐久性能を踏まえ、以下の項目

を考慮し検討する。 

a 発電所放水口は箕輪ダム直下流とし、減水区間は極力短くすること。 

なお、ダム下流右岸側の上伊那広域水道企業団上水道施設を含め、周辺はダム施設用地内で

あり、用地に関する制約条件等はない。（詳細確認のこと。） 

また、用地買収等が発生する場合は、原則として発注者が対応する。 

ｂ 施設及び設備は設置する場所の環境に十分耐えること。 

ｃ 機械・電気設備は信頼性が高く、十分な発電能力を有すること。 

ｄ 操作が容易で誤操作の防止に配慮すること。 

ｅ 一部の故障が水力発電施設全体の機能に著しく影響を与えないこと。また、落雷や故障等によ

り発電施設が緊急停止した場合、周辺地域に著しく影響を与えないこと。 

ｆ 維持管理が容易で管理費が安価であること。 

ｇ 周辺環境に調和するとともに、観光資源としての活用にも配慮すること。 

 

(4) 発電施設の管理体制 

ａ 南信発電管理事務所（南信制御所）から遠方監視制御（随時監視）を行い、発電施設には常駐

しない。 

b 発電施設が緊急停止するなど異常が発生した場合は、管理者が所持する携帯端末等へ自動通

報するとともに、随時発電状況等を確認することが可能なシステムを構築すること。 

なお、既存の南信制御所集中監視制御装置の改修については、発注時点では本工事の対象

外とするが、データの授受については考慮すること。 

また、帳簿・操作記録・故障履歴及びメータートレンド等の記録作成のため、発電所内にてPCも

しくはUSBに容易にデータをダウンロードできるものとすること。 

発電状況等とは、下記を想定している。 

ア 発電機の運転・停止 

イ 発電機出力及び使用水量 

ウ 状態変化及び動作記録 

エ 発電電力量及び使用水量データ 

c 防犯及び施設設備の状態監視のため、南信発電管理事務所から監視できるテレビカメラを設置

すること。 

d ダム管理棟周辺など地域住民や観光客等の立ち入りが容易な場所に、発電所の概要を示すも

のを設置するとともに、発電出力等を随時把握できるような表示設備を設置すること。 



e  河川管理者（ダム管理者）が発電使用水量・発電出力等を把握するための既存のダム管理シス

テムの改修等については、発注時点では本工事の対象外とするが、データの授受については

考慮すること。 

(5) 責任分界点 

新たに設置する設備とその関連箇所については、受注者が責任を負うものとする。なお、責任分界

点の詳細は、ダム管理者等と協議の上で決定する。 

a 既設放流管設備との分岐点 

b 受変電設備との分界点 

c ダムコン設備との分界点 

(6) ダム利水放流機能に係る管理要求 

発電設備の設置に伴い、既設ダム放流機能に影響しない運転操作及び停止に伴う放流切替操作

が必要となる。 

ａ 発電設備運転時 

上伊那広域水道企業団の上水道用水を既設放流設備（利水放流設備）から先取りし、残流量を

発電で使用する。 

b 発電設備停止時 

ダム放流量について、全量を既設の放流設備から放流する。 

c 発電出力（流量）調整 

発電出力（流量）の自動調整機能を有する。 

 

 

２ 水力発電所詳細設計 

詳細設計は、 ［ １ 諸条件の検討 ］ を踏まえて以下により行うものとする。 

(1) 発電規模及び水車発電機等 

a 発電に使用する水量は、放流量から上伊那広域水道企業団上水道用水の取水量を除いた水

量以内とし、かつ既設放流設備の通水能力以内とする。 

ｃ 発電最大出力は、199kW未満を想定している。 

なお、発電電力量が大きく、かつ売電収入が大きい規模とすること。 

ｄ 年間可能発電電力量は、1,000千kWh以上を想定している。 

停止率及び所内電力の低減を図った施設設備とし、売電電力量の増大を図ること。 

ｅ 同期発電機を想定している。 

将来、規制緩和等が図られた場合、災害時等に発電所近傍の施設等に電力供給を行うことを

想定している。 



同期発電機を採用しない場合は、自立運転実施に必要となる将来の対策工事の内容及び費用

を明示すること。 

ｆ 下流河川の水質に配慮し、操作油・潤滑油を用いない設備、或いは操作油・潤滑油を発電所の

外部に漏らさない構造とすること。 

g 水車に流入する塵芥への対応に配慮すること。 

(2) 発電所建屋及び周辺環境 

a 建屋の外壁等は周辺環境に調和させた木質化を図るとともに、屋根についても周辺環境に調和

させること。 

ｂ 建屋の規模は、水車、発電機、制御施設等を保護するために必要な規模とすること。 

建屋の構造は、水車、発電機、制御設備等のメンテナンスが容易にできるものとし、防音機能を

有するものとすること。 

c 発電所の見学・学習の場の機能を有し、高圧機器・回転機器等については、所定の安全対策を

講じること。 

d 発電所の周辺は、観光客や見学者が憩い親しまれる空間としたいが、現状では、ダム直下への

観光客等の自由な立ち入りは難しいため、将来、自由な立ち入りが可能となった場合を考慮し、

十分なスペースを確保すること。 

なお、確保するスペースは、周辺の眺望や日差しの向きなどにも配慮するとともに、構造的には

耐久性やメンテナンス性にも優れ、周辺景観に調和したものとすること。 

e  発電施設の維持管理、メンテナンスに必要な進入路、駐車場等を設けること。 

f 技術提案に当たり、発電所建屋及び周辺施設の完成予想図を提出すること。 

(3) 施工計画等 

a 詳細設計にあたり必要となる現地測量及び発電所建設地の地質・土質調査は、受注者が行う。 

発電所建設が想定される既設放流管から副堰堤付近までの地質・土質は、埋戻し土と想定して

いるが、地質・土質調査の結果により、発電所建設地の基礎構造が技術提案の内容から大幅に

変更となる場合は協議の対象とする。 

b 既設放流管からの分岐管の設置については、取水設備からの取水を停止し、抜水してから実施

することを想定している。 

ただし、上水道用水を断水させないよう、減勢池からのポンプアップによる供給などの仮設工に

ついて工夫すること。 

また、不断水工法を採用する場合は、その安全性・確実性等の根拠資料を提示すること。 

c 騒音、濁水等に留意した施工計画とすること。 

d 仮設工等に要する借地、立木補償及び電柱移転については受注者の提案に基づき発注者が

対応する。 



e  施工に際し既設道路の拡幅等が必要な場合は仮設工にて対応すること。 

ｆ 工事車両については、地元住民及び観光客等に配慮した運行計画とすること。 

原則として、観光シーズン、特に紅葉時期の土日休日については、大型車両の通行を控えると

ともに、通行車両数を最小限に抑えること。 

(4) ランニングコスト 

技術提案に当たり、想定される保守点検費用、維持管理費用（運用のための使用料等を含む）、

機器更新費用等を明確にしたランニングコスト総括表（別紙様式１）を提出すること。 

a  ランニングコストの算定期間は、次の2通りとする。 

① 20年間（ＦＩＴ期間） 

② 40年間（発電施設平均耐用年数） 

b 減価償却費及び国有資産等所在市町村交付金（一般企業の固定資産税に相当）については、

発注者が試算するので、ランニングコストの算定には含めないこと。 

なお、減価償却費等の算定に必要なため、建設費を水路工作物、電気工作物及び建物の各項

目に区分して記載すること。 

(5) 工程表 

技術提案に当たり、工程表を提出すること。 

(6) その他 

a  系統連系に必要となる電気設備は受注者が整備すること。また、系統連系に必要な手続きに係

る資料を作成すること。なお、系統連系に必要となる手続き、電力会社への負担金等の支払い

は発注者が行う。 

b 受注者は、発電施設稼働後の緊急時における支援体制を構築すること。 

支援体制とは事故等発生後概ね1日以内に原因調査、応急処置及び部品・指導員派遣手配等

を行える体制を見込んでいる。 

 

３ 申請・届出等の資料作成 

本工事に関する下記の許認可又は届出等の手続きに必要な書類作成を行うこと。 

a 発電用水利権の申請 

b ＦＩＴ設備認定 

c 電力会社との接続検討 

d 電力販売申込み 

e 工事計画届 

f 建築確認 



g その他本工事に当って必要な許認可又は届出等 

 

４  発電所建設工事 

(1) 詳細設計内容に基づき、発注者の承認を得た上で工事を行う。 

(2) 必要となる既存設備の改築は、受注者が発注者及び既存設備管理者の承認を得て実施するもの

とする。なお、施工において県道・市道等の道路を破損した場合は、道路管理者の承認を得て原形

復旧すること。 

(3) 更新又は改築により不要となる構造物等は受注者が取り壊し、適正な処分を行うものとする。 

(4) 機器調整及び無水・有水試験は、概ね平成33年１月末までに十分な余裕を持って実施すること。

その後、試験運転（連続運転）期間を経て、固定価格買取制度による売電は平成33年４月１日からを

想定している。なお、技術提案における完成時期の前倒しを束縛するものではない。 

 

５ 操作・維持管理指導 

機器の操作及び維持管理作業を記載したマニュアルを作成するものとする。 

また、工事期間内に、機器操作等を行う者を対象とした操作講習を実施すること。 

 

６ 工事実施上の要件 

(1) 既存施設に関わる資料は、原則として発注者が貸与する。貸与以外の必要な資料は、受注者側

で揃えるものとする。 

(2) 本工事における保証期間は、現場引き渡しを受けた日から起算して２年以上とする。ただし、受注

者の責による故意又は重大な過失により瑕疵が生じた場合は、期間を10年間とする。 

(3) 本工事において適用する規格等は次のとおりとし、最新版を使用する。 

・ 日本工業規格 （JIS） 

・ 電気規格調査会標準規格 （JEC） 

・ 日本電機工業会標準規格 （JEM） 

・ 日本電線工業会規格 （JCS） 

・ 電子情報技術産業協会規格 （JEITA） 

・ 電気技術規程 （JEAC） 

・ 電気技術指針 （JEAG） 

・ 電気共同研究会刊行物 

・ 電気通信設備工事共通仕様書 （国土交通省大臣官房技術調査課） 

・ 電気設備工事施工管理基準（案）及び規格値 （国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室） 

・ 電気設備技術基準 （経済産業省） 



・ 電気事業法及び関連規則 

・ 河川法及び関係規則 

・ 建築基準法及び関係規則 

・ 消防法及び関係規則 

・ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 

・ 発電用水力設備に関する技術基準 （経済産業省令） 

・ 水門鉄管技術基準 （社団法人 水門鉄管協会発行） 

・ 土木工事共通仕様書 （長野県建設部） 

・ 土木工事施工管理基準 （長野県建設部） 

・ 土木工事現場必携 （長野県） 

・ 長野県の関連する共通仕様書 

・ 長野県電気事業電気工作物保安規程 

・ その他関係法規及び基準等 

(4) 本工事は電子納品対象業務であり、電子納品の範囲等については協議により決定する。 

(5) 本工事完了に伴い、工事に係わる完成図書（図面、仕様書など）の提出を求める。 

(6) 完成図書の他、管理用図書には以下についても取りまとめるものとする。 

a 操作取扱要領及びその概要版 

b 不具合、損傷発生時の個別対応方針 

c 定期的な点検マニュアル 

d 機器装置別に必要な点検項目について、点検の効果及び重要性を取りまとめる 

e 点検の頻度及び費用について取りまとめる 

f その他必要な事項 

(7) その他 

平成28年度に資源エネルギー庁が実施した水力発電事業性評価等支援事業（水力発電の開発・

導入のための賦存量調査事業）の成果品については、長野県企業局南信発電管理事務所において

閲覧が可能なので、下記の担当者に連絡の上、来庁すること。 

なお、事業性評価調査成果品の内容は、提案における各機器の型式・仕様・規格・数量等を指定

するものではない。 

 

［ 担当者 ］ 

長野県企業局 南信発電管理事務所 

担 当 管理課  高見澤 透、 木内 隆史 

電 話 ０２６５-７２-６１２１ 



Ｆ Ａ Ｘ ０２６５-７８-８０５０ 

電 子 メール nanhatsu@pref.nagano.lg.jp 

住  所 〒396-0014 長野県伊那市狐島３８０２-２  

  



 

資    料 

 

 

資 料 - １ 箕輪ダム図面 

資 料 - ２ ダム水位・発電に使用できる流量表 （平成 18 年～27 年） 

 

 


